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nancial　Accountih冶Staゴd亘rds　Boa垣，略しでFASB・⑳・動によつて形成きれ

でぎた。初代委員長r．．eムストロング（Armstrong，　M．　S．）は財務会計基準を

設定し，それに対して用いられる会計手続を決定した。アームストロングは財

務会計目的をズチュワードシップ（Stewardship）と考え，その立場から会計原

則の形成に取り組んだと思われる。これに対して，インフォメイシ菖ン・・プ劣

ローチが1960年代後半に初めて財務会計研究で取りあげられtt前会計原則形成

団体である会計原則審議会（Accounting　Principles　Board，略してAPBという）
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額，・時期および確実性の程度を評価するめに役だつ情報を提供しなけれぼな、ら

ないとV・うととである。この立場では，’インフオタイションの送り手這受け手
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Commission，略してSECという），経営者（層），監査人などが考えられている。

ここでは，会計原則設定のひとつのコンティンジェンシーとしての経営者（層）

を取りあげて，経営者（層）の業績評価を通して経営者（層）の会計原則に対する

対応について考察する。

1　経営者（層）の業績評価

　アメリカにおける株式会社は，典型的には株主の信託にこたえて取締役会を

構成し，取締役会に経営の権限を与えている。取締役会は，法律上は経営の最

高決定機関であるが，取締役会の監督のもとに経営者（層）に経営の業務執行の

権限を委譲している。経営者（層）には，社長をはじめ，副社長，総務部長，

財務部長その他が選任され，それぞれの職務の権限が委譲される。経営者（層）

は委譲された権限のもとに業務の意思決定を行い，これに対して取締役会が経

営者（層）の業績に応じて報奨（Bonus）を与える。それでは，取締役会は経営者

（層）の業績評価に対して本質的tこインセンティブ（incentive）な組織として機

能しているだろうか。まず，初めに取締役会の機能についてみてみよう。

　1．業績評価機関としての取締役会

　取締役会はプリンシパノレ（principal）である株主の利益のために，経営機能

を担当する最高意思決定機関である。これはアメリカの各州の会社法に伝統的

なコモンPt　e一である。取締役会は経営の決定と実行を含むすべての業務の経営

の権限を与えられている。ドット（Dod，1980，　p．100）にょれば，1800～34年に

おいて，当時大部分の州の会社制定法は，その中に取締役会を認め，それに経

営に関する広範囲な権限を付与したとされている。しかし，取締役会が決定し

た会社の業務を実際に実行することは不可能である。このため，アメリヵにお

いて会社形態が採られた当時から，会社の経営の権限は第三者に委譲されると

いう方式が用いられた。
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　当初から，取締役会は社長，副社長，総務部長および財務部長から成る上級
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
業務執行役員（経営者層）を選任して，経営の実行にあたらせていた。会社制

定法や附随定款によって，取締役会はそのメンバーの一部をもって，執行委員

会その他の各種委員会を設定してそれに相当部分の権限を委譲した。最近で

は，取締役会の委員会として執行委員会，財務委員会，推薦委員会，報酬委員

会，監査委員会などが設定されるのが，公開株式会社の一般的傾向である。執

行委員会は普通5名の委員によって構成され，取締役会の権限を行使する。財

務委員会は会社の財務政策を決定し，取締役会に対して財務上の助言，配当方

策，証券の発行，金融機関との取引の大綱および投資政策などの決定を行う。

推薦委員会は，取締役会に対して補欠取締役や各種委員の候補者を推薦するこ

とを権限とする。取締役は株主総会によって選任されるが，任期中に生じた欠

員の補充については取締役会によって行われる。報酬委員会は，経営者（層）の

報酬の決定またはそれについての取締役会への提案を権限とする。さらに，取

締役や経営者（層）が参加できる報酬支払計画や株式引受権（stock　option）付与

計画の承認の権限を持つ。監査委員会は取締役会と独立監査人との間の連絡機

関として，監査人（または監査法入）の推薦・監査計画の立案，監査報告書の作

成への協力とその再検討および内部牽制組織と内部監査の再検討などを行う。

　アメリヵの会社制定法およびコモンローにおいては，このような傾向がある

としても，現実の取締役会はどのように運営されているか。取締役会は経営者

（層）への経営の権限委譲に対して，経営者（層）の経営努力を評価できるように

有効に機能しているだろうか。ヴァンス（Vance，　S．　C．）は，取締役会の機能の

変化を歴史的にとらえ，その現状と将来の方向づけを示した。ヴァンスによれ

ば（Vance，　S．　C．，1971，　p．54），取締役会の機能を4つのパター・ンに分類してい

る。

　（1）法的要件を満たすためだけの機関。

　（2）諮問機関。

　（3）合議機関。
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　（4）社会的機関。

　これら4つのパターンは，取締役会の初期のものとして（1），現在のものとし

て（2），さらに将来の方向として（3）もしくは（4）を示している。ヴァンスが取締役

会の機能の実態としてとらえているものは（2）の諮問機関であるが，これは通常

一般にとられている見解一決定の機関でなく助言の機関であるということ

一
と本質的に同じである。しかしながら，いわゆる伝統的な企業の取締役会

でさえ，固有の機能を果していなかったと指摘されている。このことは取締役

会の機能に対して理論と現実のギャップがあったということである。また，ド

ラッカーも以前，現実の取締役会について実質上の機能を形式的事後的承認機

関となり，色あせて影のうすい擬制的存在にすぎなくなってしまっていると指

摘していた（Drucker，　P．　F．，1965，　p．154．訳書p．261）。

　会社制定法・コモンローにおいて，経営者（層）は取締役会から経営の業務に

ついて広範囲の権限を最終的監督基準のもとに委譲され，会社の経営を行うも

のとされ，経営者（層）の業績に対しては取締役会もしくはその監督のもとに報

酬委員会によって俸給・報奨が決定される。しかし，ヴァンスやドラッカーが

指摘するように，大規模会社のほとんどの取締役会は事業の経営において無力

な存在となっており，その地位は執行権を持った経営者（層）にとって代られて

いる。1960年代において大規模企業の財務破綻や不正支出などの問題が多く発

生したこと，また欠陥製品や環境破壊などの問題がクローズ・アップされたこ

とは，経営者（層）の行動や決定に対する取締役会の監督機能が作用していなか

ったことが影響したものと思われる。取締役会の無力化は，企業経営業務の複

雑化，それに対応した取締役会の任務を果たす人材の欠乏，企業目標の達成に

関して経営者（層）の取締役会に対する直接的働きかけの欠如，社内取締役の増

大などの要因が考えられる。

　取締役会を真に効果のあるものにするには，すでに多くの論者が指摘してい

るように，取締役会のメンパr一の経験，視野，関心領域などが経営者（層）と異

711る人びとを取締役に選ぶことが必要である。これは取引銀行，原材料供給
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者，顧客の代表者な艦という直装的癒取馴関係者から選ぶという・より｝ま；一・生活

の全背景が経営者（層）’と異なら’ている人材を選ぶこどである6経営者（層戊は，

とか，く目先きの技術的な問題を大きく扱いがちである。特に，経営者（層）の業

績評価に短期的利益を用いる企業においては，なおさら経営者（層）は長期的目

標よりも短期的目標を重視しがちである。社外取締役であれば，会社の業務に

ついて社内取締役よりも具体的に把握することができないが，より広い視野か

らさらに一般的な立場から経営上の決定や行動を考察することができる。取締

役会は優れた人材を採用して無機能化した体眠状態から脱して，その機能を明

確にし目標を定め経営の麟機関として勘に効果的罐弊せそ・とeF・・

て・経営者（層）の経営努力悶してインWテ・プ・モチベπシ、ぜ無輌・

motivation）に結びつくものといえる。取締役会は経営者（層）の経営努力の結

果としての業績に対して，報奨制度（B。nus　plans）にしたがって経営者（層）を

報奨することができる。つぎに，経営者（層）の報奨制度の歴史的展開について

考察する。、、　　　　　　　　　　　　　　　　．．．．・t．．　＿い：

　　　　　∠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　2．報奨制度の展開’

　経営者（層）の報酬パッケージのなかでどりわけ重要な制度として注目されて

いるのがt，、，経営者（層）に限定されてUる報奨制度である。・報奨制度は）“1918年

スロ；一ン（Slqa砺A．；一／　，1962，：『第22章）．に∀よらてゼネラIv　一・モ・一タLeズ社において

初めて導入されたものである。、ゼネラ7V　iモ声ターズ社の＊“”・一ナス制度の目的

は，取締役会が会社の全体的成功に対する経営者（層）の貢献にもとついて報奨

する亡とによりて，経営者（層）と株主との利益の共通性を増大させることにあ
　（2）

ゐた。・当時，‘ゼネラル・モーターズ社は経営業務決定権限を分権化していてヂ1

報奨制度の導入以前では経営者（層）には組織の全社的な利潤を考えようとい、う

インセンテソプ・モチベーションはあまりなかった。むしろ，経営者（層）は時

にほ全社的利潤遊犠整陛じてまで恵自分め部閏の利益挺醗《瀬着繊る傾1自庭あ

った6しかし，報奨制度の導入以後緩経営者（層）の努ヵが組織全篠㊧制潤曝
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　’・1・lTi．｝　．・・．，t．・、，・，国貸［’烈弄：∴、難〕二こ三一1・z－：・、　c・zt　tt

れだけ反映さ・れたかにゆいて非常｝ζ敏感に癒うたといわれゐδ・已t’・”；・　’　！．）

　報奨制度は7近年経営者報奨制度として採用する企業が急速に増加もてきて

いる。1976年に全国産業協議会事務局（Nationa1　lndustrial　Confetehcd　Board）

が報奨制度の利用率を調査した結果をみると，つぎのようである（F。x，旺，1976，

P．4）。

　　　　　　　　　　　　報奨制度の産業別利用率　　　　　　　　　　”t’　／／t
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　産業別では，1976年製造業および小売業においてその利用率は著しく高く，

1970年以来iガスおよび電気事業以外の産業ではその制度の普及は急速に進ん

だといえる。

　報奨制度は，一般には取締役会においてその設定について決議されiその内

容である報奨の支払方法，支払形態および評価基準などについて決定される。

ま抱・報奨制度のそれらの基本的内容が附随定款に規定されることもあり，経

営者（層）の個別的な雇用契約の締結条件として認められることもあるσ報奨決

定に際して，取締役会が有効に機能しない場合にはsそれは公正な判断や相当

性を欠き1過大または過少め報奨を決定してしまう可能性もある。このため，

1933年証券法および1934年証券取引所法のもとで，経営者報酬の諸制度や約定

について証券取引所お1よび証券取引委員会への提出書類のなかに記載すること

が要求されている（Securities　Act　Release　No．6003，　Exchange　Act　Releaβe　INo．

15380）1。宅れらのディスクロージャーにより経営者報酬が株主に明示されるこ

｛とが｛らがその基＄的蒙実が隠ぺい巷れてしまう已とが防止され鐙1とふう効果を

　　　　　　　　　　　　・ヨ：言lt－‘鑓；三メ．．、｛．1：El・パ『．こ｝・：τ1．　；ビロ∴、：　二㌔

　葛0　　　　　　　．　　－6一
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こゼネヲル・庄一タニ契社め場合を例宗ずると1・ユ978年度年次財務諸表め脚注

（3）でつぎのよ1うた表示してし・るぷ　tt’“”：　t　”／’パ〒

　「脚注3　インセンティブ・プログラム

　『インセンティブ’eプログラムはゼネラル・モーターズ社報奨制度から成り，

このインセンティブ・プログラムは，最近では1977年度株主総会で承認され

た。…略…。

　当社は報奨制度のために準備金を設定し，毎年当社（注・顧問）公認会計士

が決定するつぎの一定額を計上する。報奨制度のために修正した当期利益の自

己資本と社債の合計額に対する割合が，7～15％の範囲についてぱその8％’

それが15％以上についてはそめ5％とする。…略；・・。1978年度では；，一報奨およ

び俸給委員会は，’工68．’4百万ドル（上限）を報奨制度準備金として計上するよう

指揮した。』」（1978年度アニュアル・リ＊°　r一ト）。

　報奨制度は，，株主＝企業所有者（principal）が取締役会を通じて上級業務執

行役員＝経営者（層）（Agent）に自分たちの最善の利潤で企業経営を代理させ

るために雇うとい’う関係（Principa1－Agent　Relationship）のうえに成り立って

じ・る（Kap1an，　Rl　S；，1982，　p．　567）。経営者（層）は，株主の最善の利潤で行動す

るとは限らない。已いうのは，経営者（層）は一般的に金銭的報奨ばか’ り・でなく，

業務内容の魅力や業務時間め柔軟性などといつた効用を合理的に最大限に欲す

るであろうからである。1そこでi経営者（層）の報酬パッケ←ジとして定額での

俸給のみの報酬制度である場合にはゴ経営者（層）は株主に対する企業の価値を

最大にするような行動をとろうとせず，非金銭的な事柄を過剰に気にかけるこ

とになる。しかし，この場合でも，企業にとって最適な行動が何であるかわか

っており，さらにそれに対する経営者（層）の行動の結果をモ三タニすることが

容易である時には，経営者（層）に効率的にそれらの行動を達成させることの指

導が可能である。一方，・プリンシパルの株主グループの利害関係が多様で最適

行動挺幅が滋る場合に｝吉．’経営者（層）を統工的に指導する琶吉が困難であ鐙ぽ

；cめたあには」：．経営者（層）め報奨制度を導弐する送懇返迂らて灘株主劣籏乏灘．
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は本来的な取締役会を通じて経営者（層）の行動を指導することが可能となると

いえる。そこで，つぎに経営者（層）の報奨制度の特徴について考察しよう。

　3．報奨制度の特徴

　アメリカ企業における報奨制度の特徴を支払方法と支払形態の2点から考察

してみよう。まず，報奨制度の支払方法は2つの型の制度がある（Seidler，　L．

J．，＆Carmichae1，　D．　R．，1981，　pp．28．2－28．5）。ひとつは決算後即時一括して支

給する即時支給型制度と，もうひとつは将来の年度にわたって分割支給する据

え置き型制度である。即時支給型制度は，決算後即時に報奨金が支払われるこ

とから，即金的魅力ある制度である。しかし，毎月一定額が支給される俸給と

異なり，業績いかんによってはその支給自体およびその金額が左右されること

になる。また，経営者（層）にとって即時支給型は，累進所得税率の課税のため

にインセンティブ効果が低いが，特に俸給水準の低い経営者（層）にとっては，

高所得水準を期待して，インセンティブ効果が高い。

　一方，据え置き型制度の場合，その短期のものは経営者（層）の雇用期間中に

通常2～5年据え置き後年賦で支給される制度である。その据え置き期間は4

～5年が最も多い。長期据え置き型制度は退職後一定の年数にわたって均等額

を分割支給し，通常年数は10～15年が多い。据え置き型制度は，このような雇

用期間中の一定期間または退職後という据え置き期間の設定，さらに各種の厳

しい制約条件を経営者（層）に課しているといわれている（Crystal，　G．　S．，1970，

p．178）。これらには，競争会社の業務の担当および会社の利益に反する行動の

禁止，また据え置き額の支給開始から一定期間の継続勤務などである。受給資

格者である経営者（層）がこれらの制約条件に反する場合には，据え置き額に対

する取得権をはく奪されることになる。この制度は，これらの厳しい制約条件

を課すことから有能な経営者（層）の流出を抑制したり，定着の強化を促すこと

をねらいとしている。さらに，この制度は経営者（層）の所得の増減を調整し，

高額所得の年度から低額所得の年度へ所得の均衡を図ることにより，その制度
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に課税節約の機能を持だぜるゼどがでぎるδ∴　　’1：Lll　r’：lts．／，，．．”：ご．

㌍りぎ庭，’報奨制度めも1ゲひ：とつの特徴である皮給形態とじて鶴’＝’般に現

金，’株式もしくはこれら両者の混合形態が用いられる。これらの支給形態のヴ

ち庄倒的に多いものが現金で，つぎに混合形態が多い。株式のみによる形態は

極めて少ない（Fox，　H．，’　1979，　p．　41）。・混合形態の場合は，’通常それぞれの支給

率が規定されており，’経営者（層）め俸給水準や報奨支給額を基準として決定さ

れる。一般には，それらが高額になるにつれて，株式部分の支給率が上昇する

傾向がある。株式報奨が低調であるとはいえ，特に高額所得者層を対象に現在

なお採用されているゆえんである。

　株式報奨額は報奨付与決定蒔の株式市価で示される（Moote，’R．　F’，，　lo69，・　p；’

工54＞。tたとえば，’ 据え置き型制度における株式報奨の場合，・’報奨付与時点以後

に実際に株式が受給資格者に譲渡されるので，報奨額は，株式が実際に譲渡さ

れた時点の株価でなく，株式報奨付与時点の株価で決められる。この株価が据

え置き期間中企業の業績向上により上昇した場合には，その間の株価の増加分

は資本利得として計算でき，一株式を売却することにより実現できる。このよう

にジ据え置き期間中の株価の上昇および配当金相当額によって，株式報奨の最

終的な報奨額は大きく影響をうける。したがって，株式報奨制度の意図は，株

価の上昇による資本利得および配当金という金銭的利得の増大とともに，経営

者（層）に株主と同じ利害関係を持たせて経営努力を刺激させることにある。企

業の業績いかんは経営者（層）輝吉妄て4ま主企業内での報奨額の向上，企業外で

の専門経営者としての評判や他企業への採用などに反映される。このために，

経営者（層〉は危険な投資や決定を避けようとすることも大いtcありうる○・その

投資や決定によって，高率の投資利回りが期待されようともである。それとい：

うのも，経営者（層〉は潜在的な利益より’もその反対の発生のおそれのある損失

をはるか1に高く・評価する傾向があるからである。このようなことからt，経営者！

（層）は株式報奨騰よ：り懸謝回避i；為を強めるだ萎うパKaplan5＆§ふ⑩適麟｛

ぱ5⑨o・lt，，ぐ’～層き：」二ξ’｝，　；・バ・く仁・．．「
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　また，株式報奨は，報酬パッケージのなかに経営者（層）によって管理できな

いリスクを導入してしまうことにもなる。株式市場の出来高は経営者（層）の活

動とは直接的に因果関係を持たず，多くの管理できないランダムな事象（たと

えば，経済情勢，政府活動，資源不足，国際情勢など）によって影響をうけ

る。株式市場の不確実性のために，株式報奨の株価による報奨額は経営者（層）

の行動や諸決定の有効性（経営業績）に対して信頼できるフィードバック（Feed－

back）を持たない。このため，株式報奨は経営者（層）の経営努力を反対にくじ

けさせる要因となりかねない。

　このように，経営者（層）の報奨制度では支給方法における据え置き型制度の

利用は，即時支給型制度に比較して相対的に低調であるが，特に高額所得者層

に対してかなり多く，近年目立って普及してきた。また，支給形態では株式形

態の利用は極めて低調であるが，現金との混合形態として高額所得者層に対し

てその効果が高く，支払方法の据え置き型制度として利用されることによりさ

らにその効果が増すものといえる。

　経営者（層）の報奨制度の特徴について支給方法と支給形態の点から考察した

が，報奨制度の中心問題であり，会計的観点から重要な意味を持っているのは

経営者（層）の業績評価基準である。この基準は現在何が用いられており，その

特徴，さらに企業の観点から効率的有効的基準は何かについて考察する。

1　報奨制度の業績評価基準

　経営者（層）が行った諸決定や行動（経営努力）によってどれだけ企業が向上

したか，すなわち，経営努力の結果である企業の経済的利潤について，取締役

会（もしくは報酬委員会）は業績評価基準にもとついて評価する。企業の経済

的利潤を評価するための基準は，新しく展開する内部的測定基準と既存の外部

情報がある（Kaplan，　R．　S．，1981，　p．569）。内部的測定基準を展開する場合には，

経営者（層）の業績評価に恣意的要素が入りやすいということがあり，また毎年
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その基準を計算することはコストーベ．＊　7・イ三ッ｝．・（Cost・be亘e丘のか「らみて，不利

である一という‘．ことになるポL’tt…’一　：’『’、二”

　これに対して，外部情報を用いる場合。企業の経済的利潤の概算値として証

券市場の株式価格と公表会計情報とがある。株価は，前述したように経営者

（層）にとって管理できないランダムな出来事によって影響をうける。このた

め，経営者（層）の経営努力の程度によって，どれだけ株価に反映されたか直接

的因果関係としてとらえることは困難である。、また，一歴史的原価べr’一スの財務

諸表を利用して，経営者（層）の業績評価基準として1株当たり、利益（EaTnihg

per　share，略してEPSという）や総資本利益率（Return　on◎quity，．略してROE

という）が用いられる。これらの数値は株価よりも経営者’（層）のコントロール

下にあり。多くの企業の報奨制度において用いられている（Fox，　H．，1979，　p．6）。

会計上の利益と連結レた報奨制度を採用する企業数は，調査対象企業（74社）

中90％強の割合であった。また，企業の経営目標についてのアンケート調査の

結果も，調査企業（291社）中最も多い経営目標は投資収益率であった（加護野

忠男稿，昭和57年，P・178）。しかし，　EPS，　ROE，純利益などの会計指標は業績
　　　　ト
評価基準としていくつかの限界がある（Rappaport，　A．，1982，　pp．247－248）。

　1・EPS等の会計指標の算定において適用される一般に認められた会計基準

はいくつかの代替的方法が・あるbたとえば，売上原価計算にはFIFO，　LIFO，

その他の方法，減価償却方法には利用量基準や期間基準などの各種のものカミあ

る。それらの代替的方法の適用の結果は，それぞれ異なる会計数値が計算され

ることになる。．

　2．純利益の数値は，経営者（層）の経営努力のリスクの程度の差を示さない。

リスクは経営者（層）が決定した投資の性格や資本構成によって制約される。

．3．、純利益は予想される売上増に必要とされる運転資本と設備投資の規模を

説明しない。　　　　　∵　　　　　　　　．．一．　　　　　　　　　　、

4，純利益の予想は将来の収益と費用の見積り侭係わ為ことであ顔婬＿奪の

計算に・イ曙フ茸戸文ぎン聖営業上ならびに財務上の丑憾グ¢壌動を原因と漉る‘
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資本コストの将来の変動を説明しない6

　5．経営戦略に対するEPSのアプローチは配当方針を考慮させない。たとえ

ば，企業の目標がEPSを最大にすることであるとすれば，新規投資の利回り

がそれを達成する見込みがある限り，決して配当方針をたてるべきでないとい

うことは納得できる。

　6．EPSアプロ・・チは計算上時間選好率を導入しない。当期のEPSの1ド

ルの価値は1年後，2年後等々の1ドルと比較して計算されない。

　EPSその他の会計指標にはこれらの限界があることから，それらの数値の

増加はそのまま経営者（層）の効率的な意思決定の結果とは必ずしもいえず，ま

た企業の将来の収益力に影響を及ぼした多くのファクターを反映していない。

実際，将来の詳細な予測や期待にもとついて十分検討した意思決定（たとえ

ば，研究開発，広告，従業員啓発計画およびその他の開発計画などの資本投資

や支出など）は短期的にはEPSを低下させる場合もある。逆に，それらを勝

手気ままに切りつめることは短期的にはより多くの利益に貢献するが，長期的

には将来の収益力に対してネガティブ（negative）な影響を及ぼす。収益の創出

を遅らせることになるような資本投資や研究開発支出を決定することは，「す

ぐれた決定にはより少ない利益，まずい決定にはより多くの利益」というジレ

ンマ（dilemma）・に陥る（RapPaport，　A．，1982，　P．368）。たとえば，1960年代に

頻発した企業合同に対して代替的会計処理方法（買収と持分プーリング）のう

ち持分プーリングを大部分の企業が選択適用したことから，企業のEPSが増

加した。1970年代における企業倒産の多くは，このようなまずい会計処理方法

の選択適用をその要因のひとつとしてあげられよう。

　いくつかの代替的方法のなかからひとつを選択する場合，その基準を何に求

めるかの問題が生じる。’それは何がベストであるかという問題であり，これま

で規範論の問題とみなされてきた（Beaver，　W．　H．，1981，　p．3）。ひとつの手がか

りは一般的定義かちその基準を推論することであらた6しかし，このアプロー

チでは，・いくつかの代替的方法のなかからひとつを選ぶための基準を洞察する
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e・’t・が聴なかつたといえる☆た鑓ぽ潰凋を費消済⑳ごズドど定義欧

も，この定義では費消額の算定方法の選択め基準を指示しない。その具体的方

法として減価償却についてみると，この定義は見積耐用年数にわたって有形固

定資産の取得原価を配分する方法である6’この定義でもいくつかの減価償却方

法のなかからひとつの配分方法を選ぶ基準を明らかにしない。’

　そこで，さらに「理想的」な純利益はどの特質を持つべきカ・を明らかにする

ことによ’・て謹ましい代舗方勘選択に対す確近法がとられた．と唯

質は：（1）他の条件が一定であれば・綱益は少な嘩り・蚕渉襲ター⑰る

こと・（2）鶴者（層）の諸決定定しいも’漁樋切なものほど，・；・より多くあ

純利益をも’たちす左いう’ことの2点である（B6；veξ，’VV．　H．」198i；p治）6

　このアプローチの追求には通常経済的利潤概念が用いられてきた。したが：ら

て…eの総にもとついて代替的方法が評価されることになる．確実的で紬

経済市場の場合であれば，経済的利潤は将来ギャッシュ・プロr－一の現在価値の

プラスの差額として算定されることができ，・2つの望ましい特質を持っことが

できる6しかし，不確実で不完全自由経済市場であれぼ，・経済的利潤概念iま十

分に明らかにすることができなじ・6　　’　一’　　t’r・　’L：　：’・　・ttla

　このように，EPSを中心とした会計指標は経営者（膚）の業績の合理iな評

価基準といえない。またその会計指標は短期的な観点からあ業績評価基準とL

ての性格を持・ており・企業め醐瞭栄の立場カミ：筋経瀦⇔の謙を評

価す磁準としては不適切であ『る・EPS，・R・E，綱猷どの短鋤な籍

評価基準め前述のような限界に対しそ，一ラパポエト’1但壷籏碗富〔定デ｝ま9らあ

アブ壱’一：を提案している：（Rap・・pb・・，　A．，・19麟．鋤ご．∴㌔パーN・…’

・・ 1’拡大業績評価期間アブ・＿ヂ。　∴二∴・いバ・：ぶ三ユ∴ぼぴ・｛

　二2｛経営戦略要素アプロ・；・一。　　t’、㌶ご1：・、ひ1ぴ　’、1は三・・㌘才≡已こ、○・蕪姦

　3∴管理会計アプロ“　9．．6，『志畠二　tt”／’t’》’　“’－t三∵’≡一’ニピ1’泣苦こ1宇ゴ’；ξし　　‘

1については・業織価鯛を1年どす渤嫌轍期間ぽ瀦灘
績水準を鰭者（層）の撒評臓準と賭城糖る富継蜘ま灘瀦

　　　　　　　　　　　　　　　二運3エ　　　　　　　　　　　　　　　F＆



　：、一：！：’：三t’1『Iz：＾－　1’；cl・：i）1：E．il．－E，：　1’　r－／；t：11㌻．㌫パ・：J

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト
・
（層漣ま通常3ぺ5’年間に●！硫る所定の利益目標の達成いかんにミよつて報奨され

るこ．とになる。最近，この基準がCBSやKraft“において採用された6’・　’

　2については，将来の収益力に反映する経営戦略要素を確認し痴それを目標

とした年次別達成度く進捗度）を業績評価基準とする方法である。この経営戦

略要素は歴史的原価ベースの財務諸表にもとついた会計指標ではなく，企業の

状況のいかんによって市場シェア，操業度水準，品質度，新製品開発度，人的

能力度などのようなものを含む。このアプロ・一’チは経営者（層）の業績目標に短

期的利益を強調することなく・長期的利益創璋能力を潜在的に取り入れるこ一と

になる。これにより，経営者（層）は長期的戦略的プランをおし進めることにな

り，取締役会は企業の長期的繁栄という観点から経営者（層）の業績評価を行え

る0

　3にっいては，会計指標を経営者（層），の業績評価基準として用いるとレて

も，株主へのアニュアル・リボ⊂♪を規制する財務会計基準に準拠したもので

なく，企業の内部的目的に従ってその財務会計基準を修iE，したものにもとつい．

．た会計指標を業績評価基準とする方法である。これはプロフィット゜センタe

（pro丘t　centre）や投資センターのように財務会計モデルをそのまま用いるので

はな一く，会計測定嘩営者（層）醜するインセンテ・ブ’e9べ一シ・ンを考

慮する意味を持っている。t’．t

　経営者（層）は株主の利益のために取締役会q）監督のもとに経営業務を行い，

業績いかんによ。て財務的鞭をう頒・したが・て・9本的撲繍価基準

と1しては当期に獲得された利益にもとついた会計指標として・これを上記の3

っのアプローチに合理的に結びつけることが望まれる。この結びつけはその会

計指標による短期的観点に加えて，企業の長期的繁栄の観点を経営者（層）の業

績評価基準のなかに取り入れることができる。また・これに対して基本的な業

績評価を規定する財務会計基準にも企業の長期的繁栄の立場からQ取り組みが

要求されよう，O・▽’・i…　：ら・一・“’：：…：口；・・＿　・はさ7三”文・一芦二∴ごt’］

㍉讐∴・1　　　、’・ニーご二．ら・≡三頑　　　一・「ざご芸　・1苦”羅bきぶこ
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い・　　y「・t’t－・ゴ．　　”1・ミ∵・　二1・；　”・・、tt「二三　．　一　・⊃一

］1会計基準の業績評価への影響

　財務会計基準は1973年以来FASBによって形成されている。　FASBはウィ

ー ト委員会（Wheat　committee）の提言によリアメリヵ公認会計士協会から独

立した私的機関である財務会計基金（Fihancial　ACco岨ting　Foundation）にょ

って設立された。財務報告規制団体はFASBとSECの2っで，財務報告の二

重規制構造を形づくっている。FASBとSECは会計原則形成においてパ＿ト

ナーシップの関係にある。SECは会計連続通牒（Accounting　serieざRelease）

第150号を発表し苫れを確認した（CCH，1981，　PP．3M・1：72）。　’　t－1・

　「FASBのステートメントおよび注解は有力な権威を持つものと考えるだろ

うし・FASBの公式見解に反するものはそれを持たないだろう。」というポリ

シーを発表した。このように，会計原則の確立と改善についてリーダーシップ

をFASBに求めながら・SEC自ちも会計原則を確立する権限を留保した。こ

の権限を執行する場合としては，FASBが確立した会計原則に同意できない

場合，会計原則確立を促す場合，さらに新しい会計原則を確立する場合が考え

られている。

　FASBは1973年以来会計原則の公式見解を発表し，1982年まで53号を数え

るが，大半は既に発表済の会計原則の修正・追加もしくは改訂であつた6．なカ・

でも・経営者（層）の業績評価に対して利害関係のあるFASBの公式見解があ

る。それはFASBの財務会計基準書（Sta陥elnent　of　Financial　Acc。unting

Standards・略してSFASという）第2・5，8，19号である。効率的資源配分によ

り・より高い業績を獲得しようとする経営者（層）のインセンティブ・モチk＿

シ・ンに対してこれらの公式見解は機能障害的影響を与えでいる。　：　’

　SFAS第2号は「研究開発費め会計」と題して研究開発費に関する会計●よ

1び報告基準を規定した封あ宅あ看ぶこれぱ1974琴に発表され．「ごの港準書庭い

う研究開発費ぱすべて発生時の費朔乏じて計算しなければならない這ゴ乞いう
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ものである（SFAS，　No．2，1974，パラ12）。この基準書にいう研究開発はつぎの

ように定義している。

　a　研究（Research）一新しい知識の発見を目的とした計画的な探索また

は批判的調査，新しい製品，サービス，工程もしくは技術の開発ならびに既存　、

の製品・工程の実質的改良に結びつく新しい知識。

　b　開発（Development）一研究成果またはその他の知識を，販売・使用

のいずれの目的とも間わず新製品・工程もしくは現製品・工程の実質的改良の

ための計画または設計のなかに取り入れること。

　これらの定義にしたがって研究開発に含められる典型的な諸活動としてっぎ

の9つの事例をあげている。（a）新製品の発見を目的とした研究室での研究，

（b）新研究成果その他の知識の適用に関する探求，（c）採用可能な代替的製品・

工程の考案・設計，（d）代替的製品・工程の探究または評価のテスb，（e）製品・

工程の構成または設計の修正，（f）製造開始前のプロトタイプ（prototype）と

モデノレの設計，建設およびテスト，（9）新技術に伴われる工具，治具，型およ

びダイスの設計，（h）商業的生産事業として経済的に実施できる規模でないパ

イロット・プラント（pi1ot　plant）の設計，建設および稼動，（i）製品の設計

を，特定の機能上・経済上の要件の順応性から製造工業化の可能性の点まで展

開させるに必要なエンジニァリング活動。これらの典型的な研究開発活動を当

然ながら契約にもとついて外部の第三者のために行うものはこの規定から除外

さ㌶。

　これらの研究開発活動上要する原価要素一材料費，減価償却費，人件費，

無形資産の償却費，サt－一ビス費，間接費配賦額一の会計処理については，従

来4つの方法が確認されている（SFAS，　No．2，1974，パラ37）。

　1　費用処理法一研究開発費の金額を発生時に費用として計上する方法。

　2　資産計上法一研究開発費の全額を発生時に資産に計上する方法。

　3条件付資産計上法一所定の条件を満たした場合，発生時に研究開発費

を資産に計上する（しかし，それ以外の場合はそれを全額費用とする）。，
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．4・’1特別勘定法≒一将来の効果の存在が確定す．る1ま．で特別勘定に研擁開発費

の全額を累計する方法b

　研究開発費の従来の会計原則は，会計原則審議会．（Accounting　PrinciPle号

B。ard，略してAPB）意見書第17号「無形資産」において規定されており，，研

究開発費の資産計上を認めていた。FASBはSFAS第2号を発表レ，そ¢）パ

ラグラフ1で規定する研究開発費はすべて発生時に費用計上しなければならな

いとした。FASBがこのような結論に到達した根拠として5っのものをあげ

ている6すなわち，・　一（1）個々の研究開発プロジェクトの将来の効果の調査によ

れば，新製品の着想の成功率は2％以下，tその商業ぺ胃スの成功率｝よ15％以下

であるという非常に低い点を指摘している6c．（2）：費用と効果の因果関係の欠如p

研究開発費と特定の将来の収益との間の直接的関係を一般に立証するこ．とがで

きない。③資産計上の基準に合致しない。大部分の研究開発費において発生

時には将来の収益は不確実であり，明確に特定できず，さらに測定することが

できないということから，．資産計上の基準（測定可能性）に合致しないg（4）費

用収益対応の原則を適用できないこと。現在投資された研究開発費と将来の収

益との間に直接的関係が見いだせないために，費用収益対応の原則が研究開発

費に適用でぎない。（5）企業の潜在的収益力評価に役だたないこと。研究開発

費とその成果としての収益との関係が不明確である限り，それを資産化した財

務諸表は企業の収益力の評価には役だた；ないか∴、，　　　、．r．．

；これらの5っの根拠によりFASB；は研究開発費を上記の4つの会計処理法

のうち費用処理法を選んだ。経営者（層）は企業の長期的繁栄を目ざすには万上

記のような研究開発を緻密に計画実施していくことが重要である。これらの．5

つの根拠から費用処理が規定されたが，これまで研究開発費を資産計上してき

た経営者（層）は報告利益の減少をもたらすことになり，経営者（層）の業績評価

に反映してくる1。ζのため，一経営者（層）は，長期的観点か，ら企業にとって良い

結果とならないが，研究開発投資を減じる方針をと」らミざ急をえないだあ5a∴∫

三．SE△§三第5号は・・9偶発事象の会計」‘：を1籔5年娯発表匂Si．1；i損袋性偶発事象
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　∫∴・〈，”二・，∴∴；二、三（・・巳t．・］：い1‘；い・・「一お1‥　・’一、”L　　　l一三

て口滅！∂ば窃堀砲泌e・）：：め財務会計況よpm’報告基準を確立したS蓬の基準書によ

り会計調査公報（Accounting　Research　Bulletin，略してARBという）第50号

「偶発事象」とARB第43号，第6章「偶発損失準備金」はさしかえられるこ

とになった。SFAS第5号は偶発事象にっいて「ひとつまた．はそれ以上の将来

の事象の発生時に基本的に確定されるところの蓋然的利益または損失の不確実

性を伴う現在の状態，情況または一連の環境である。」と定義して偶発事象の

内容を明らかにした（SFAS，　Nα5，1975，パラ1）。将来の事象の発生の可能性に

つじ・で3つの範囲一事実ちしい（Probable），可能性があると無理なく考えら

れる（reasohable　probable）および可能性が薄い（remote）一をあげ，損失性

偶発事象の計上の条件を定めている。すなわち，その条件として財務諸表日に

おける資産の損傷または負債の発生が「事実らしい」という情報が財務諸表公

表前に入手可能であることと，損失の金額についての合理的な見積りができる

ことの2っセある。これら2っの条件の双方が満たされれば，引当金の設定，’

負債の計上あるいは資産の減額により損失性偶発事象は損失計上されなければ

ならないというものである。

　このようなSFAS第5号によりARB第43号第6章「偶発損失準備金」・と

第50号「偶発事象」はさしかえられた。これらの会計基準は偶発損失準備金め

本質にっいてつぎのように規定していた（ARB，　N。．43，　Chapter　6，バラ7）。

　「っぎの事項（a～f）により設けられる準備金についてその増減の会計処

理は純利益の算定上無関係のもめである。a．一般的な不確実な偶発事象に対

し℃b．将来起こりう’る不特定の損失に対して，c．一般に認めちれた会計原

則に従った水準を超えた棚卸資産評価額に対して，d．当期の営業に合理的に

関連する特定の損失のいずれにも関係なくして，e．原価または損失の合理的

な見積りの基準によって決定されたのではない金額をもって。」

　またゲこのような偶発損失準備金の処理方法についてつぎのように規定して

いた’てARB｝N6．43；Chap岳r　6ξバヲ．8）。・○｝⇔：－ls　c”：．　　一　“一・

11 「a言準備金は利益剰余金の分類または処分によりて設定しなければならな
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い。「b．いかなる原価または損失もそれに賦課できず，いかなる部分も利益に

振り替ええず，’・そじていがなる方法による’もいずれの期間の純利益の算定に反

映させてはならない。c・このような準備金またはその一部が不要と考えちれる

時は利益剰余金へ直接に戻し入れるぺきである。d．貸借対照表上，株主持分

の一部として分類されなければならない。」

　このように，一般的な偶発事象に対して利益処分として偶発損失準備金を設

立することが提示されている。偶発損失準備金の設定，たとえば自家保険準備

金は，経営者（層）にとって報告利益の安定化のための手段としての効果を持っ

ていた。しかし，・SFAS第5号によりtSt－・定の条件の・もとで偶発事象の損失計

上が規定され，．経営者（層）にとって業績安定化の方策が閉ざされた⇔このた

め，報告利益のパターンの安定化のために，経営者（層）は不経済な保険証書を

買うという手段をとらざるを得なくなった。

　SFAS第8号は「外貨建取引および外貨表示財務諸表の換算のための会計

処理」で1975年に発表された。この基準書は標記のごとく外貨建取引ならびに

外貨表示財務諸表の両者の換算を詳細に規定したものである。外貨建取引およ

び外貨表示財務諸表を，報告会社の財務諸表に含めるための換算問題が扱われ

ている。このような問題は外貨建取引の場合と外国事業の場合（会社が外国で

事業を営み，当該事業の資産，負債，収益，費用が外国通貨で測定されている

場合〉とで生じる。前者の外貨建取引としては事業取引，（輸出入，認可事業取

引等），金融取引（借入，貸付），先物為替予約（未履行の先物為替予約の当事

者である場合），その他の理由で外国通貨で表示された資産を取得もしぐは負

債を負う場合をあげている。

　これらの場合における資産，負債，収益，費用についてドル額でかつアメリ

カにおいて一般に認められた会計原則に従って測定し表示するために，FASB

は属性法を規定した（SFAS，　No．8，1975，パラ7）。外貨建取引について具体的

にはつぎのよう1な換算基準の適用を要求したぴ≡パ・ざ・ぷ．“○“㌻、’紬・、

1．．取彦旧価額で表示された外貨建取引に係わる資産，：負働淑益素邊韻㌍
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実際の取引日レFト。

　2．決算日における手持外貨および外貨建債権・債務一決算日tZ一ト。

　3．決算日に外貨建の時価で記載されている資産一決算日のドル時価（決

算日における外貨建の時価に決算日の為替レートで乗じて求められる金額）。

　以上の換算基準は報告通貨としてドルを用いている会社の外貨建取引につい

て適用される。

　一方，外貨表示財務諸表上の資産，負債，収益，費用の換算についても外貨

建取引の換算の時と同じ方法を要求している（SFAS，　No．8，1975，パラ10）。外

貨表示財務諸表における資産，負債，収益，費用はアメリヵの一般に認められ

た会計原則に準拠して作成されているごとが必要である。このため，換算前に

外貨表示財務諸表をアメリカの一般に認められた会計原則に準拠させたうえ

で，SFAS第8号で規定した換算基準を適用して，報告会社の財務諸表に連

結，結合もしくは持分法を行わなければならない。

　換算にあたり資産および負債を測定もしくは表示する場合，ドルと外国通貨

との間で為替相場が変動している時は，換算差損益（Exchange　gains　and　los－

ses）が生じうる。この換算差損益の生じるケースとしては，外貨建取引から生

じた外貨や外貨建債権・債務を決算日V一トで換算する場合，外貨表示財務諸

表を規定の換算基準に従い換算する場合，外国通貨を変換する場合，外貨建債

権・債務をその記録時点でのV一トと異なるレ・r一トで決済する場合があげられ

る。このような換算差損益はFASBによってtZ・一ト変動期の純損益に含める

べきであるとされた（SFAS，　No．8，1975，パラ17）。

　従来外貨換算問題は在外子会社外貨表示財務諸表の換算を中心に扱われてき

た。初めてこの問題が扱われたのはアメリヵ公認会計士協会の会計手続委員会

（Coinrnittee　on　Accounting　Procedure，略してCAPという）の会計研究公報第

43号第12章「外国事業活動と外国為替」（1953年）であった。CAPは外貨換算

方法として流動・固定法（Current－noncurrent　method）を規定した。この方法

は流動資産・’流動負債の換算基準として決算日tz・一トで，固定資産・固定負債
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のそれどじて取看1r日レよトを要求tた6完め換算方法により生じる換算差損益

の処理は実現じた換算差損益については純損益に含あるが，未実現め換算差損

については引当金設定を通じて営業費として計上し，tt未実現の換算差益につい

ては過年度の未実現の換算差損と相殺される範囲を除いて仮勘定で繰り延べる

というものであった。　　、　　’『　　　　t’t　　　’　　　　　”　　‘’・

　SFAS第8号はARB第43号第12章よりも規定内容が広ぐ直接海外活動

を含めて外貨表示財務諸表の換算も扱っており，さらに新しい換算方法として

属性法を採用し換算差損益を発生期に計上するという換算差損益の新しい処理

の適用をも規定したのであるポ写　“”一・・

　このように～’SFAS’第’8・号に1よ万換算差損益を発生時に純損益に含めるべ

きとしたことによっで，経営者（層）は外貨建取引や外国事業の業績め換算の結

果によつて自分の経営努力に影響を及ぼされる。このため，外貨建取引や外国

事業の業績に対する換算差損益の影響を緩和させるために，経営者（層）は不経

済なヘッジシグ（hedging）取引を行わざるをえない。規定の換算基準は経営者

（層）に不経済なヘッジング努力を余儀なくさせ，’ 報告利益の変動を避けようと

させる6経営者（層）は・SFAS第8号の換算規定により国際的規模あ活動へめ

ディスインセンテhイブ・モチベばションをもたらす結果となる。

　最後に，SFAS・第19号は．「石油・．ガス産出企業め財務会計と報告」で197．7

年に発表された。この基準書は石油・・ガス産出企業におげる石油・ガ・X産出活

動に関する財務会計および報告基準を確立することを意図し迄ものである6こ

の産出活動は土地に対する鉱業権の取得，・試掘を含む探索調査，開発，原油の

産出などである。これらの石油・ガス産出活動において発生した原価を処理す

る統一的会計方式一としてSFAS第19号は成功支出資産計上方式”（SUccess舳1

effort　costing，略してSE方式という）を規定した。　　　　r　t．・　；1’　・▼・・：．：．｝

　従来，’石掛cガス産出企業では2っの会計方式が用いられてきた6それらは

SE方式ど全支出資産出計毒方式ア（E1道おO§超亘9，鵬修て⑱登繊翌い5洗聴あゐ6

2．ρの会計方式は原油または天然ガスの地下埋蔵量を評価する会計方式羅ぱな

一 21一 伍
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1〈欝受れらの探索，・開発および産出活動におい苦発生する原価を処理する会計

方式である♂SE方式は資源の利檎1’‘井てWells）1および関連設備癒どの埋蔵資

源の取得に要する原価を除き，産出活動における発生原価が特定の発見埋蔵資

源と直接的な関係がある場合に限り，．これを資産計上する方法である。そして

この資産原価は当該埋蔵資源の産出に応じて償却される。このSE方式はコス

h・センター・の性質よりも，むしろ原価の性質が資産計上されるか費用計上さ

れるかの決定要素となる。一般にこの方式はメジャーのような大規模企業（ガ

ルフ，エクソン，モ’一ビルなど）において採用されている。

　一方，FC方式は地政学（geopolitics＝地質学と対照とされるもの）上のコスト・

センター（たとえば一国）内の資源の取得，探査および開発活動において発生

したすべての原価を発生時に資産に計上し，当該コスト・センターにおける

埋蔵資源の産出に応じてこれを償却する方法である6当該コスト・センターに

おける埋蔵資源にかかわる原価はすべて単：一一’の資産として処理される。この方

式は独立系の中小産出企業において採用されているσ両方式の根本的相違は特

定の石油・ガス埋蔵資源の発見と直接的に関連する原価のみを資産計上する

（＄．E方式）か1直接的に関連しない原価もすべて資産に計上する（FC方式）”’

かにある。したが・って，SE方式では発生原価と発見埋蔵資源との直接的因果

関係の立証を必要どし，FC．方式ではそれを必要としないこと，になる。．

　SFAS第19号は従来のFC方式を禁止し，産出活動の成功部分のみを資産

化する方法（＄E方式〉、を提案すゐものであった。この提案｛こ対して，独立系

の中小産出企業の経営者（層）は業績の悪化，資金調達の困難を理由にして反対

を表明じた。申小産出企業の経営者（層）の探索努力の意欲の足を引っばり，企

業の長期的繁栄をおびやかし，さらにエネルギピ産業の停滞を引き起こすこと

にもなりかねない。　　　　　．

：このように，EASBは1973．年の設定以来，’財務会計および報告の基準を発表

じ婚き党ヵ㌔〆SF鰻第2言’鯨8，，ミ19忌においで経営者（層〉の経営努力に対して

ズ浴ズ羅蜜≡シ牙百・烹泌壬チ家≧ジき1シを弓櫓起re・す要因となったo、取締役会
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　　　　　　　　　　アメリカにおける経営者（層）の業績評価の会計的意義（山田）

は経営者て層）の業績評価において之のようなSFASの作用を十分考慮してい

く必要があろうしチ経営者（層〉は会計原則形成団体であるFASBに対して会

計原則の経済活動に対する影響の重要性を指摘していくことが要請されよう。

このような経営者（層），ないしは産業界の動きのひとつのあらわれが，FAF制

度検討委員会の1976年の報告である。これにはFASBの組織と活動の再検討

がなされ，17の調査結果もしくは勧告が行われた。そのひとつの勧告にFASB

による会計原則の将来の公開草案にはその経済的影響分析を含めるべきである

とされた。FASBが提案する会計原則は証券市場：会社の方針およびアメ．リ

カ経済に対する経済的影響の分析が想定されたところである。rこの点について

は稿をあらためて取りあげたい。t”、，㌻二　　ぽご1三、Ll｝∴’・’㍗：£！’

おわりに

　これまで，経営者（層）の業績評価の会計的意義を明らかにするために，，その

業績評価を行う機関としての取締役会の現状，業績評価制度として報奨制度の

特徴・業績評価基準およびFASBのSFASの経営者（層）の経営努力に対する

影響の順に考察してきた。取締役会は現状では無力な擬制的機関の域を出ず，

経営者（層）の業績評価機関として機能していない。報奨制度を有効に運用する

嫡には諏搬会を麟幽として櫛旨鞭る・とが必要鯵る・そのえ

で，報奨制度が経営者（層）の経営努力を喚起させるように採用されなければな

らない。そのための報奨制度の特徴を明らかにした。その特徴として，支給方

法なbびに支給形態の2点をとりあげ，経営者（層）の経営努力の喚起の観点か

ら，それらの内容が決定されなければならない。

－tそして，報奨制度における業績評価基準の種類およびその特徴について明ら

かにし，現在の一般的な業績評価基準としての会計指標の選択は，短期的利益

の重視・会計基準の代髄雄の存牢⑳醐に拍領媒⑭化，イン

ォ翅時間選好，．、リスタの除外などの限界があみことか．ら；・、経営者く層）の経営

　　　　　　　　　　　　　　　一2a一　　　　　　　　　　修
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努力の結果を有効に評価ず冶基準どして不適切である盲：報奨制度が財務的対価

を伴うという号ヒ乞｝・また株主の利益を追求する（と恥うごとから当期利益を中心

と，した会計指標を業績評価基準とするごとはそれなりの意味を持つものであ

る1♂じか脇企業の長期的繁栄のだめ，’・ひいては株主利益の長期的継続的達成

のたあにジ取締役会は長期的目標を業績評価基準に設定する已と・が要求さ：れよ

う♂老のびとつのデプローチを提rt・L；；rてくれたのがラバポートの主張である。1

また，経営者（層）の適正な資源配分ご経営努力に対してディスインセンデニィプ・

モチベーン1ヨンを与えるよう1なFASBのSFAS（第2，5；8，19号）の影響のな

いように規制団体ほ指導していくべきであろう。その現れがメ’トカ“ブ報告書

の産業界の提言やFAF制度委員会の報告書（1976年）の勧告であったといえ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　Jl，’　ぺ　・三．㌣
　　〔注〕

　　（1）DodによればNew　York　Manufacturin9　Corporation　Act　of　1811，　New

；”’“　’；予o体：T“㎎鞠eCorporation！Law：qf　1807二をあげている。’5　　．　j’J’一’．

jtt．．．・（2）．，製造業？曄繊の醐こつViて・N・tigρa11ndust「ia1・Cgnfe「e・？e　BQ頑
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二いBe栖Cf；’マK’Hご，＝Fi亘ahciar　R’6b’or’fi’ng：An’Accounti亘g　Revoluti6h．”1’981fL

ltll㍑一，∵｛Pfさnti6よHざ11．・・－11、∫’・．∴、㌧．．．幽　　1　・・∴ジ’∵・∴　㌧’「　．二

三、、P・・中・・耳SナpC・・94・i・．，Tk・咋・・gem・触・fi・P・・pl…t・W9・k・　1965・　C・1興

・・

磯麗6満9・S遍’ぷ、。，ムぷ。・rA6c。u適．B。11諭、　a，・．f
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tzl・；．O．ommit＃epZrQ4　ACco釦蚊ing籔ocedばずe，　AccoUnting・Res亭a垣五．1B辿etinS　No．

㌘∴・∫こ笹三“R呼輌e碧触兵eyiCi°呼卿9蝉ng．Re興C互B蝉in㌻1⑭・
　　　　1953．
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